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令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」募集要項

１ 「みんなが主役の人権啓発推進事業」とは

「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」に基づき、県内のNPOや市民活

動団体などが、独自の発想と専門性を生かし、「すべての人々の人権が尊重され、

相互に共存し得る平和で豊かな社会」の実現に資する自主的な実践活動を県と協

働で推進するとともに、地域の多様なニーズに対応した、人権に関わるＮＰＯ等

を育成することを目的としています。

「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」の趣旨に沿った、人権啓発推進に

関する企画提案をＮＰＯ等から募集し、県の設置する審査会において審査・選定

を行い、応募団体に事業を委託するものです。

２ 委託事業の要件

事業は、次の要件を満たしている必要があります。

(1) 広く県民を対象にした、「徳島県人権教育・啓発に関する基本計画」の推

進に資する事業であること。

(2) 県の委託事業にふさわしいものであること。

(3) 他の機関から既に補助や委託を受けている事業でないこと。

(4) 営利を目的とした事業でないこと。

(5) 委託事業での作成物（チラシ、看板、制作物等）には、次の事業名を明記

すること。

徳島県委託事業 令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」

(6) 原則として、事業の第三者への再委託はできないこと。

３ 応募可能件数

１団体につき、１事業の応募とします。

４ 募集受付期間及び書類提出先等

(1) 受付期間

令和７年４月２4日（木）から令和７年６月１0日（火）までの

午前10時から午後6時まで。（ただし、毎週日曜日及び月曜日は除く。）

(2) 書類提出先

徳島市東沖洲2-14 沖洲マリンターミナルビル2階

徳島県多文化共生・人権課（分室）

(3) 提出方法

郵送又は持参
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５ 委託事業のスケジュール

委託事業は、委託契約締結日以降に着手し、令和8年2月20日（金）までに完

了するものとします。

主な手続き時期については、次のとおり。

時期（予定） 委託事業に係る手続き等

令和７年 4月２4日 募集開始

６月3日 質問受付期限

６月10日 募集終了（提案書提出期限）

6月中旬 第1次審査（事務局による書類審査）

6月下旬 第1次審査結果、第2次審査参加依頼通知（提案団体へ）

7月上旬 第2次審査（提案団体からのプレゼンテーション）

7月中旬 採択内示（採択団体へ通知）

7月下旬 契約前協議（団体ごとに個別に協議）

8月上旬 事業実施計画書の提出期限

8月中旬以降 委託契約締結（団体ごとに契約締結日は異なります）

契約締結日 事業開始

令和8年 2月20日 事業終了、完了報告書の提出期限

事業終了後 請求書の提出

委託料支払い

６ 委託事業の実施主体

委託事業の実施主体は、次の要件を満たしている団体とします。

なお、支部等を有する団体は、県単位の連合体を１団体としてください。

(1) 県内のNPO、市民団体、ボランティア団体、自主サークル等であって、国、

県、市町村等から、日常的な運営に係る経費について助成を受けていないこと。

(2) 構成員が5名以上であり、会則を有していること。

(3) 政治上の主義・施策や宗教上の教義の推進・支持、又はこれらに反対する

活動を行っていないこと。

(4) 営利を目的とした団体でないこと。

(5) 計画（委託）する事業の完遂能力を有し、明確な会計・経理を実施・報告

できること。

(6) 暴力団でないこと。また、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体でな

いこと。

７ 委託事業費用

1事業あたり、350千円を上限とします。
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８ 対象となる経費

対象となる経費は、次に掲げる経費のうち、事業に直接必要なものとします。

(1) 謝金（講師謝金）

(2) 旅費（講師旅費：県の旅費規程の範囲内とします。）

(3) 会場費（会場使用料、設備使用料等）

(4) 物件費（チラシ・ポスター等の印刷費、郵送費、消耗品費（トナーは除く）

等）

(5) 労務費（ICTを活用した映像コンテンツの制作作業に係るものに限る。）

(6) 振込手数料（対象経費に係るものに限る。）

(7) その他の経費（知事が必要と認める経費：手話通訳、イベント保険等）

【留意事項】

○次の経費は対象外とします。

・食糧費および人件費（労務費除く）、備品の購入費

・日常的な運営経費（事務所を運営するための賃借料、電話代等）

・申請団体に所属する者に支払われた経費

・委託契約締結日より以前に支出された経費

○労務費とは、製品の生産のために消費された労務に要した費用のことです。

○原則として、再委託は認めません。

○委託費は、精算払とします。

９ 提出書類

応募に当たっては、次の書類を提出してください。

(1) 企画提案書（様式1）

(2) 団体概要（様式2）

(3) 事業計画書（様式3）

(4) 事業スケジュール（様式4）

(5) 予算書（様式5）

(6) 直近1年間の予算および決算がわかる書類（様式は特に定めません。）

【留意事項】

○様式は、徳島県ホームページに掲載しています。

○上記(1)～(5)については必ず電子データを提出してください。なお、電子デ

ータの提出が難しい場合は、別途ご連絡ください。

○提出書類の写しを、必ずとっておいてください。

○事業内容に関する質問は、原則、「電子メール」または「ファクシミリ」に

より受け付けます。なお、電子メール、ファクシミリがない場合は、別途ご

連絡ください。
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10 選定方法及び事業の実施

(1) 選定方法

第１次審査（書類審査）及び第２次審査（提案団体によるプレゼンテーショ

ン）を経て、予算の範囲内で実施の決定をします。

(2) 第２次審査（予定）

ア 開催時期

令和7年7月上旬

イ 開催場所

沖洲マリンターミナルビル ２階 マリンホール

ウ 連絡等

第1次審査を通過した団体に、第2次審査のプレゼンテーション日程を連

絡します。（第１次審査で不採択となった団体へもその旨を通知します。）

(3) 事業の実施

選定された団体等と県との間で、事業内容を確認の上、業務委託契約を締結

し、これに基づき事業を実施します。

11 審査基準

(1) ｢徳島県人権教育･啓発に関する基本計画｣の趣旨に沿った事業であること。

(2) 人権啓発効果が高いこと。

(3) 広く県民を対象にしていること。

12 事業実施計画書等

事業採択予定団体については、次の書類を提出していただきます。

(1) 提出書類の鑑（様式6）

(2) 事業実施計画書（様式7）

(3) 事業実施スケジュール（様式8）

(4) 事業実施予算書（様式9）

13 完了報告

委託を受けた団体は、委託された事業が完了したときは、次の書類を速やか

に提出してください。

(1) 完了報告書（様式10）

(2) 事業実施報告書（様式11）

(3) 事業実施実績（様式12）

(4) 決算書（様式13）

決算書には、領収書又は支出金額を証明する書類の写しを添付してください。

なお、領収書の但し書きは、具体の内容がわかるようにしてください。

(5) その他知事が必要と認める書類
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14 委託費の支払

完了報告書を受理し、検査を行った後、委託費を支払いますので、請求書（様

式14）を提出してください。

15 その他

(1) 県の委託事業として実施するため、事業内容を修正することを条件に採択す

る場合や、協議の上、事業内容の一部変更を依頼することがあります。

(2) 企画提案の概要（団体名、事業概要等）及び審査結果、実績報告等について

は、県のホームページ等で公開する予定です。（提出していただいた書類は、

個人情報など一部を除き、基本的に情報公開の対象となります。）

(3) 委託業務完了後、県において、委託業務に係る帳簿及び支出内容を証する証

拠書類の確認など、会計調査を実施することがあります。

16 提出先・問合せ先

〒770-0873 徳島市東沖洲2-14 沖洲マリンターミナルビル２階

徳島県生活環境部多文化共生・人権課（分室）

電話 088ｰ664ｰ3701 ファクシミリ 088-664-3712

e-mail tabunkakyouseijinkenka@pref.tokushima.lg.jp

ホームページ https://www.pref.tokushima.lg.jp/ippannokata/ku

rashi/jinken/7303374/



（様式1）
令和 年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

所 在 地
団 体 名
代表者名

令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」企画提案書

区 分 内 容

（内容がわかるよう簡潔に）
事業名

金 円委託希望額

自主事業分の費用 あれば 金 円

総 事 業 費 金 円

企画提案事業の概要 （簡潔にお書きください）

企画提案事業で扱う （ ）女性 （ ）子ども （ ）高齢者
人権課題(該当するも （ ）障がい者 （ ）同和問題 （ ）外国人
のに○をつけてくだ （ ）HIV感染者・ハンセン病回復者等
さい。複数可。その （ ）犯罪被害者等 （ ）刑を終えて出所した人等
うち、中心となるも （ ）インターネットによる人権侵害 （ ）アイヌの人々
のに◎をつけてくだ （ ）その他の人権課題( )
さい）

添付書類

（1）企画提案書（様式1）

（2）団体概要（様式2）

（3）事業計画書（様式3）

（4）事業スケジュール（様式4）

（5）予算書（様式5）

（6）直近1年間の予算および決算がわかる書類（様式は特に定めません）

発行責任者の氏名、連絡先（発行責任者は代表者、代表者が担当の場合は同上と記載）

氏 名 連 絡 先

発行責任者

担 当 者



（様式2）

団 体 概 要

ふりがな

団 体 名

ふりがな

代 表 者 名

（〒 － ）

所 在 地

（ 連 絡 先 ） 電 話：

ﾌｧｸｼﾐﾘ：

E-mail：

ふりがな
当該事業の

氏 名

事務担当者

電話番号

設立年月日 昭和・平成・令和 年 月 日（昭和・平成・令和に○）

設 立 目 的

会 員 数 合 計 人

主な活動内容

・活動実績

１ 会則
その他添付書類 ２ 会報等、活動内容が把握できるもの

３ 役員名簿または団体の規模等が分かるもの

※作成している資料等がある場合は、別紙として添付してください。



（様式3）

事 業 計 画 書

実施団体名

代 表 者 名 担当者名

事 業 名

事業の目的

事業実施予定日

事業実施場所

対象者及び
参加予定人数

事業の周知方法

（できるだけ具体的に）

事 業 内 容

事業実施により
期待できる効果

（特にアピールしたい点等があれば御記入ください ）。

そ の 他



（様式4）

事業スケジュール

月 事業実施内容

月

月

月

月

月

月

月



（様式5）

予 算 書

費 目 金 額 単位：円 内 訳（ ）

委

託

事

業

分

合 計

＜確認事項＞

他の機関から助成（予定）はありますか。

□ありません。

□あります。→ 機関名（ ）



記載例

（様式5）

予 算 書

費 目 金 額 単位：円 内 訳（ ）

謝金 ○○ 予定講師等、単価、人数
委

旅費 △△ 大阪～徳島 高速バス利用(往復) 円
託

会場費 □□ 会場使用料 円× 日＝ 円
事

設備使用料 円× 個＝ 円
業

物件費 ●● 印刷代 単価 円× 枚＝ 円
分

労務費 ▲▲ ○○作業 円× 日＝ 円

委託申請事業にかかる経費を、募集要項の「８ 対象となる経費」に掲げる

区分（ 謝金 「旅費 「会場費 「物件費 「労務費 「その他の経費 ）ごと「 」 」 」 」 」 」

に記載してください。

旅費は、県の旅費規程の範囲内となります。

合 計



（様式6）

令和 年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

所 在 地

団 体 名

代表者名

令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」事業実施計画書

この事業について、受託したいので、次のとおり関係書類を提出します。

１ 事 業 名

２ 委 託 額

３ 関係書類

（1）事業実施計画書（様式7）

（2）事業実施スケジュール（様式8）

（3）事業実施予算書（様式9）

発行責任者の氏名、連絡先（発行責任者は代表者、代表者が担当の場合は同上と記載）

氏 名 連 絡 先

発行責任者

担 当 者



（様式7）

事業実施計画書

実施団体名

代 表 者 名 担当者名

事 業 名

事業の目的

事業実施予定日

事業実施場所

対象者及び

参加予定人数

事 業 の

周知方法

（できるだけ具体的に）

事業内容

事業実施により
期待できる効果

※実施予定回数が多い場合など、この様式に記載できない場合は、別紙に

実施予定日、実施場所、参加予定人数を記載した資料を添付すること。



（様式8）

事業実施スケジュール

スケジュール（場所、参加予定人数等）

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月



（様式9）

事業実施予算書

費 目 金額（単位：円） 内 訳

委

託

事

業

分

合 計

＜確認事項＞

他の機関から助成（予定）はありますか。

□ありません。

。 （ ）□あります → 機関名



（様式10）

令和 年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

所在地

団体名

代表者名

令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」業務完了報告書

このことについて、次のとおり業務を完了しましたので、報告します。

１ 精算額

金 円

２ 関係書類

（1）事業実施報告書（様式11）

（2）事業実施実績（様式12）

（3）決算書（様式13）

領収書又は支出金額を証明する書類の写しを添付すること

（4）事業実施の事実を証明する書類等（活動写真、チラシ、配布資料等）

（5）その他知事が必要と認める書類（あれば記載、なければ項目を削除）

３ 完了年月日 令和 年 月 日

発行責任者の氏名、連絡先（発行責任者は代表者、代表者が担当の場合は同上と記載）

氏 名 連 絡 先

発行責任者

担 当 者



（様式11）

事業実施報告書

実 施 団 体 名

代 表 者 名 担 当 者 名

事 業 名

事 業 実 施 日

事業実施場所

対象者及び参加人数

事業の周知方法

（できるだけ具体的に）

事 業 内 容

事業実施後の成果、

問題点、今後への

提言等



（様式12）
事業実施実績

実施実績（日時、場所、講師、参加人数、支出額等）

８月

９月

１０月

１１月

１２月

１月

２月



（様式13）

決 算 書

費 目 金額（単位：円） 内訳（実施日、支払日）

委

託

事

業

分

合 計

※領収書又は支出金額を証明する書類の写しを添付すること。



記載例

（様式13）

決 算 書

費 目 金 額 単位：円 内訳（実施日、支払日）（ ）

○月○日 予定講師等、単価、人数謝金 ○○

○月○日旅費 △△
大阪～徳島 高速バス利用(往復) 円

○月○日会場費 □□
会場使用料 円× 日＝ 円

設備使用料 円× 個＝ 円

委
○月○日物件費 ●●
印刷代 単価 円× 枚＝ 円

○月○日その他の経費 ◎◎
○○ 円託



（様式14）

受理日付印

請 求 書

請求日 令和 年 月 日

徳 島 県 知 事 殿

請 求 者

所 在 地

団 体 名

代表者名

円右 の 金 額 を 請求
請求します。 金額

摘 要

事 業 名 令和７年度「みんなが主役の人権啓発推進事業」

委 託 決 定 額 円

既 受 領 額

委 託 額 今回請求額

残 額

請 求 区 分 １ 前 金 ２ 精 算 ３ 概 算

口座振込先

金融機関名（ ） 店舗名（ ）

預金種別 （ １普通 ２当座 ３その他 ）

口座番号 （右づめ）

（カタカナ書き）口座名義
（ ）

発行責任者の氏名、連絡先（発行責任者は代表者、代表者が担当の場合は同上と記載）

氏 名 連 絡 先

発行責任者

担 当 者


